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NPO 法人の管理・運営について 

（事業報告書・各種変更届等の作成・県への提出/記載例等） 

 
福島県企画調整部文化スポーツ局文化振興課（R8.9 月） 

※文中の「法」は「特定非営利活動促進法」を指します。 

 

１ 事業報告書等の作成及び備え置き・閲覧                                      

 NPO 法人は、毎事業年度初めの３ヶ月以内に、前事業年度の事業報告書等の書類を

作成し、その作成の日から起算して５年が経過した日を含む事業年度の末日までの

間、事務所に備え置かなければなりません。（法第２８条第１項） 

 また、NPO 法人は、次の書類について、社員その他の利害関係人から閲覧の請求が

あった場合は、正当な理由がある場合を除き、閲覧させなければなりません。（法第２

８条第３項） 

 

 

２ 毎事業年度初めの３ヶ月以内に、作成・提出・備置きする書類（事業報告等）   

 NPO 法人は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、次の書類を所轄庁に提出しなければ

なりません。 

 書類の提出先は、福島県文化振興課ホームページに記載がありますので、そちらを

ご参照ください。 

【申請・手続きの窓口】https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11055a/npo42.html 

なお、事業報告書等の記載例は、５ページ以降に掲載しています。 

 

（１） 毎年作成し、所轄庁に提出する書類 

法人は、以下の書類を毎事業年度初めの３ヶ月以内に、所轄庁に提出しなけ

ればなりません。（法第２９条） 

 

提 出 書 類 提出部数 

１ 事業報告書等提出書（様式第８号） １ 

２ 事業報告書 ２ 

３ 活動計算書 ２ 

４ 貸借対照表 ２ 

５ 財産目録 ２ 

６ 年間役員名簿 

※注１ 前事業年度において、役員であったことがある者全員に

ついて、以下の記載が必要です。 

①氏名 ②住所又は居所 ③各役員についての報酬の有無 

２ 

７ 前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の名簿 ２ 

 

 

 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11055a/npo42.html
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（２） 法人事務所での書類の閲覧 

NPO 法人は、以下の書類について、全ての事務所に備え置き、社員その他の

利害関係人からの請求があったときは、正当な理由がある場合を除き、閲覧さ

せなければなりません。（法第２８条第３項） 

 

閲 覧 書 類 

１ 事業報告書 

２ 活動計算書 

３ 貸借対照表 

４ 財産目録 

５ 年間役員名簿 

６ 前事業年度の末日における社員のうち１０以上の者の名簿 

７ 役員名簿 

８ 定款 

９ 認証書の写し 

10 登記事項証明書の写し 

    

※１ 設立（合併）後、最初の各報告書類を作成するまでの間は、 

認証申請時の事業計画書、活動予算書及び設立（合併）時の 

財産目録を備え置いてください。  

 

※２ 閲覧用の書類については、個人の住所又は居所に係る記載の 

部分は除いたものを備え置いてください。 
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３ 役員変更等の届出                              

 NPO 法人は、役員の氏名もしくは住所等に変更があった場合、又は新たに役員が就

任した場合には、遅滞なく次の書類を所轄庁へ提出しなければなりません。（法第２３

条） 

 

（１）役員の変更があった場合（新任の場合を除く）  

 再任、任期満了、死亡、辞任、解任、住所（又は居所）の異動、改姓又は改名した

とき。役員全員が任期満了とともに再任された場合であっても届出が必要です。 

提 出 書 類 提出部数 

１ 役員変更等届出書（様式第４号） １ 

２ 変更後の役員名簿 ２ 

※役員の任期は最大２年と法で定められていますので、最長でも２年に１度は 

役員変更の手続き（登記等）及び届出の提出が必要となります。 

再任の場合の手続き漏れが散見されますのでご注意ください。 

 

（２）役員新任の場合  

  

提 出 書 類 提出部数 

１ 役員変更等届出書（様式第４号） １ 

２ 役員の就任承諾及び誓約書の写し（原本のコピー） １ 

３ 役員の住所又は居所を証する書面（住民票謄本又は抄本） １ 

４ 変更後の役員名簿 ２ 

※ 補欠の場合又は増員によって就任した場合には、その旨を付記してくださ

い。 

 

【役員変更について】 

 〇 役員の選任・解任は、定款で定められたとおりの手続きを行ってください。 

 〇 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞な

く補充しなければなりません。（法第２２条） 

 〇 監事の兼職禁止（法第１９条）、役員の欠格事由（法第２０条）、役員の親族等

の排除（法第２１条）等の規程がありますので、選任の際は注意してください。 

 〇 理事の変更は登記が必要です。 

   なお、代表権の制限に関する定めがある場合は、その登記が必要です。この場

合、代表権を有する役員以外の登記は不要となります。 

 〇 登記事項に変更が生じた場合は、主たる事務所の所在地の法務局においては２

週間以内に、その他の事務所の所在地の法務局においては３週間以内に、登記の

変更をしなければなりません。 
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４ その他連絡先の変更に関する届出関係                     

  

（１）代表者の変更があった場合  

法上の役員（理事・監事）変更に関する届出事項は前述「３ 役員変更等の届出」 

のとおりですが、法人の代表者を変更した場合等は、その旨を所轄庁までお知らせく

ださい。（内閣府-NPO 法人ポータルサイトの掲載情報更新等に用います。届出様式は

任意様式で結構です。） 

 

（２）事務所の所在地の変更があった場合（※定款の規定による）  

 法人の定款において、事務所の所在地を番地まで規定していない法人（例：〇〇市

に置く。△△町に置く。〇〇市大字□□に置く。）が、同一市町村内で事務所所在地を

変更した場合は所轄庁までお知らせください。（任意様式で結構です。） 

 

（３）電話番号やメールアドレス等の変更があった場合  

 法人の連絡先となる電話番号やメールアドレスを変更した場合は、変更後の連絡先

をお知らせください。（任意様式で結構です。なお、メールアドレスについては所轄庁

へお伝えいただけますと、事務連絡がスムーズに行えますので、ご協力をお願いしま

す。） 
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５ 監督及び罰則                                

 県においては、事業報告書等の提出管理に関して、同法に定める基本的な内容を徹

底し、県民への情報公開を図る観点から、「福島県における「特定非営利活動促進法の

運用方針について（平成１７年２月制定/平成１９年３月２６日改訂）」に基づき、適

正な対応をすることとしておりますので、県ホームページから当県の運用方針をご確

認ください。 

【県 HP 参照】https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/95427.pdf 

 

（１）監督  

 法人から毎年提出される事業報告等により、法人の状況を把握するほか、法に基づ

く法人の監督として、報告徴収及び検査（法第４１条第１項）、改善命令（法第４２

条）及び設立認証の取消（法第４３条）を行うことがあります。 

 なお、法人の設立認証を取り消す場合は次のとおりです。 

①  改善命令に違反し、他の方法では監督の目的を達成できない場合 

②  法第２９条で毎事業年度１回、提出するように定められた事業報告書等の提出

を、３年以上行わなかった場合 

③  法人が法令に違反した場合で、改善命令によってその目的を期待することがで

きないことが明らかであり、かつ、他の方法によっても監督の目的を期待するこ

とができない場合 

 

（２）罰則  

 NPO 法は、以下のとおり違反行為に対して罰則規定を設けています。 

【６か月以下の拘禁刑又は５０万円以下の罰金に処せられる場合（法第７７条）】 

① 偽りその他不正の手段により、認定及びその有効期間の更新、特例認定、合併に 

ついての認定、特例認定を受けた者 

 

【５０万円以下の罰金に処せられる場合（法第７８条、第７９条）】 

 次の行為者及びその法人は、５０万円以下の罰金に処せられます。 

① 正当な理由がないのに、改善命令の規定に違反してその命令に係る措置を採らな 

かったとき（法第４２条違反） 

② 認定 NPO 法人であると誤認されるおそれのある文字をその名称又は商号中に用い

たとき（法第５０条第１項違反） 

③ 他の認定 NPO 法人であると誤認されるおそれのある名称又は商号を使用したとき

（法第５０条第２項違反） 

④ 特例認定 NPO 法人であると誤認されるおそれのある文字をその名称又は商号中に

用いたとき（法第６２条で準用する法第５０条第１項違反） 

⑤ 他の特例認定 NPO 法人であると誤認されるおそれのある名称又は商号を使用した

とき（法第６２条で準用する法第５０条第２項違反） 

⑥ 正当な理由がないのに、法第６５条第４項の規定による命令に違反して当該命令

に係る措置を採らなかったとき 

⑦ 正当な理由がないのに、法第６６条第１項の規定による停止命令に違反して引き

続きその他の事業を行ったとき 

  

【２０万円以下の過料に処せられる場合（法第８０条）】 

 次の①～⑩のいずれかに該当する場合においては、ＮＰＯ法人の理事、監事又は清

https://www.pref.fukushima.lg.jp/uploaded/attachment/95427.pdf
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算人は、２０万円以下の過料に処せられます。 

① 組合等登記令に違反して、登記を怠ったとき（法第７条第１項違反） 

② 法人の成立時の財産目録を備え置かず（法第１４条違反）、又はこれに記載すべき

事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき 

③ 所轄庁への役員変更等の届出（法第２３条第１項）、定款変更の届出（法第２５

条）の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき 

④ 事業報告書等、役員名簿及び定款等（定款並びにその認証及び登記に関する書類の

写し）を備え置かず（法第２８条第１項、第２項違反）、又はこれに記載すべき事

項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき 

⑤ 定款の変更に係る登記事項証明書の届出（法第２５条第７項）、事業報告書等の提

出（法第２９条）の規定に違反して、これらの書類の提出を怠ったとき 

⑥ 理事又は清算人が破産手続開始の申立てをしなかったとき（法第３１の３第第２項

及び法３１条の１２第１項違反）の規定に違反して、破産手続き開始の申し立てを

しなかったとき 

⑦ ＮＰＯ法人が貸借対照表の公告（法第２８条の２）の規定に違反して若しくは清算

人が法人の債権者に対する債権申出の催告等（法第３１条の１０第１項）及び破産

手続開始の申立てに関する公告（法第３１条の１２第１項）の規定に違反して、公

告をせず、又は不正の公告をしたとき（法第８０条第８号） 

８）法人が所轄庁から合併の認証を受けたときの貸借対照表及び財産目録の作成、備 

置きの規定（法第３５条第１項）に違反して、書類の作成をせず、又はこれに記 

載すべき事項を記載せず、若しくは不実の記載をしたとき（法第８０条第８号） 

９）法人が所轄庁から合併の認証を受けたときの債権者に対する公告・催告、債権者 

の異議に対する弁済等の規定（法第３５条第２項、第３６条第２項）に違反した 

とき（法第８０条第９号） 

10）上記の報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは 

忌避したとき（法第８０条第１０号） 

 

【１０万円以下の過料に処せられる場合】 

法人以外の者が、その名称中に、「特定非営利活動法人」又はこれに紛らわしい文字 

を用いたとき（法第 81条） 
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様式第８号（第10条関係） 

                                                        年  月  日  

  

  福島県知事 

 

                                         名称 

                     代表者の氏名 

                                         主たる事務所の所在地     印 

                     電話番号 

 

                              事業報告書等提出書 

前事業年度（    年  月  日から     年  月  日まで）の事業

報告書等について、特定非営利活動促進法第29条（（第62条において準用する同法）

第52条第１項において読み替えて適用する同法第29条）の規定により提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 「事業報告書等」とは、特定非営利活動促進法第28条第１項に規定する事業 

報告書等をいう。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。 

 

 

法人印の押印不要 

 

記載漏れが多いので注意 
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（法第２８条第１項関係書式例） 

令和○△年度事業報告書 
令和○△年 ４月 １日から令和○□年 ３月３１日まで 

 
特定非営利活動法人○○○○○○ 

１ 事業の成果 

   令和○△年度における当法人の活動は、．．．．． 

 

 ２ 事業の実施に関する事項 

(1) 特定非営利活動に係る事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 実施日時 実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲及び人数 

支出額 

（千円） 

○○○に関する

普及啓発事業 

○○○に関する活動を広く

普及啓発するための講座イ

ベントを開催し、また、関係

者が参加する交流会を開催

した。 

令 和 △ ○

年 ○ 月 ○

日 

福島市内 

（ 県 文 化

センター） 

１５人 県民 ３００人 ５５０ 

△△△の情報提

供・情報発信に関

する事業 

△△△についての情報を広

く提供するため、情報誌の

発行（隔月）とホームページ

により情報発信を行った。 

情報誌 

（隔月） 

ホームペー

ジ（通年） 

法 人 事 務

所 

 ５人 情報誌 1,000部 

不特定多数の県

民 

８００ 

□□□の相談支

援に関する事業 

□□□の××に関する相談

窓口を設置し、相談業務を

行った。 

通年（年末年

始期間は除

く） 

法 人 事 務

所 

 ５人 相談を必要とす

る県民 200人 
３００ 

 

(2) その他の事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 実施日時 実施場所 

従事者 

の人数 

支出額 

（千円） 

□□□の販売事

業 

☆☆が作成した××をイベント開催等の

場で販売した。 

令 和 ○ △

年 ○ 月 ○

日 

福島市内 

（県文化セン

ター） 

３人 ２００ 

（備考） 

１ ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして

記載する。 

２ ２の(1)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数、受

益対象者の範囲及び人数並びに支出額を記載する。 

３ ２の(1)のうち「受益対象者の範囲及び人数」の欄には、具体的な受益対象者及び人数を記載す

る。 

４ ２の(2)については事業毎に定款の事業名、事業内容、実施日時、実施場所、従事者の人数及び

支出額をそれぞれ記載する。定款上、「その他の事業」に関する事項を定めている場合は、当該事

業年度に実施しなかった場合も「実施しなかった」旨を記載する。 

５ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 

法人名を記入 

前事業年度期間自至

年月日を記入する 

事業年度を記入する 

事業の成果を記入する 

※「〇〇を実施した。」だけではなく、実施した結果、

どのような成果があったかを記載してください 

定款に規定している「事業

名」を正しく記入する 

行った事業の内容を

具体的に記載する 

支出額の合計と、活動計算書の

「事業費計」は一致する 

定款に規定している「その他の事業名」を記入する。 

（※規定していなければ枠ごと削除して構わない） 
支出額の合計と、活動計算書の「そ

の他の事業費計」は一致する 

実施しなかった場合は、「実施

しなかった」旨の記載で可 

（注）福島県においては定められた「事業報告書」の様式はありません。 

各法人は、活動実績の報告書を独自に作成することができます。 

この書式例は、最低限必要と思われる報告項目を設定したものです。 

（備考）の記載は 

全て消してよい 

事業年度が 4/1～3/31 の場合 



 

 

9 

 

 

 

 



 

 

10 
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（法第２８条第１項関係書式例）  

   前事業年度の年間役員名簿 
令和〇△年 ４月 １日から令和〇□年 ３月３１日まで 

 
特定非営利活動法人○○○○○○ 

役職名 氏名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた期間 

理 事 福島 太郎 ○○市○○町○○丁目○番地  〇△年 ４月 １日 

～〇□年 ３月３１日 

 〇△年 ４月 １日 

～〇□年 ３月３１日 

理 事 郡山 一夫 ○○市□□町字□□番地  〇△年 ４月 １日 

～〇△年 ５月３１日 

無 

理 事 会津 花子 ○○市□□町字△△番地  〇△年 ６月 １日 

～〇□年 ３月３１日 

無 

 …   … …  … 

～    …  

… 

理 事 相馬 一郎 ○○市☆☆町○○丁目□番地  〇△年 ４月 １日 

～〇△年 ５月３１日 

無 

監 事 相馬 一郎 ○○市☆☆町○○丁目□番地  〇△年 ６月 １日 

～〇□年 ３月３１日 

無 

監 事   … …  … 

～    … 

… 

（備考） 

１ 「役職名」の欄には、理事、監事の別を記載する。 

２ 「住所又は居所」の欄には、福島県特定非営利活動促進法施行条例第２条第３項に掲げる書面（住民

票等）によって証された住所又は居所を記載する。  

３ 「就任期間」の欄には、左に記載された役員全員について記載し、「報酬を受けた期間」の欄につい

ては、報酬を受けたことがある役員のみ記載する。 

４ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 

 

 

事業年度期間（始

期・終期）を記入す

る 
法人名を記入 

当該事業年度内において 

就任した期間を記入する 

役員報酬を受けているとき

は、受けた期間を記入する 

事業年度内に辞任・退任した場合は、

就任していた日までの期間を記入する 
 

事業年度内に新任した場合は、新た

に就任した日からの期間を記入する 
 

事業年度内に理事から監事に替わった等の場合は、理

事職・監事職としての就任期間をそれぞれ記入する 
 

（備考）の記載

は全て消してよ

い。 

事業年度が 4/1～3/31 の場合 
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様式例・記載例（法第２８条第１項関係書式例） 

 

前事業年度の社員のうち１０人以上の者の名簿 
 

令和〇□年 ３月３１日現在 

 
                     特定非営利活動法人○○○○○○ 

 

氏    名 

 

 

住 所 又 は 居 所 

 

 

福島 太郎 

 

会津 花子 

 

相馬 一郎 

 

 白河 一男 

 

   … 

 

 

 

 

○○ ○○ 

 

 ○○市○○町○○丁目○番地 

 

○○市□□町字△△番地 

 

○○市☆☆町○○丁目□番地 

 

○○市△△町△丁目□番地 

 

… 

 

 

 

 

○○市○○字○○番地の○ 

 

 

（備考） 

１ 前事業年度の末日現在における社員のうち１０人以上の者の氏名及び住所又は居所

を記載する。 

２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 

 

法人名を記入 

「前事業年度の末日」現在で記入する 

社員のうち最低１０人の者が 

記名されていればよい（全員

でなくてよい） 

社員であれば、役員（理

事・監事）の者でも、社員

１０人名簿に記載して構わ

ない 

（備考）の記載

は全て消してよ

い。 

社員とは、社団の構成員の意味

で、総会で議決権を持つ者のこと 事業年度が 4/1～3/31 の場合 


